
令 和 3 年 第 3 回 さ く ら 市 議 会

定 例 会 提 案 理 由 説 明 書
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説 明 書 目 次

番号 項 目 名 ページ

1 さくら市手数料条例の一部改正について P 3

2 令和 3 年度さくら市一般会計補正予算（第 5 号） P 3

3 令和 3 年度さくら市介護保険特別会計補正予算（第 1 号） P 4

4 令和 2 年度さくら市一般会計決算の認定について P 5

5
令和 2 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業特

別会計決算の認定について
P 7

6 令和 2 年度さくら市国民健康保険特別会計決算の認定について P 7

7
令和 2 年度さくら市後期高齢者医療特別会計決算の認定につい

て
P 7

8 令和 2 年度さくら市介護保険特別会計決算の認定について P 8

9
令和 2 年度さくら市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定

について
P 8

10
令和 2 年度さくら市下水道事業会計剰余金の処分及び決算の認

定について
P 9

11
一般財団法人さくら市観光施設管理協会経営状況説明書の提出

について
P 9

12 株式会社道の駅きつれがわ経営状況説明書の提出について P 9

13 令和 2 年度健全化判断比率及び資金不足比率について P 10

14 議案説明資料 参照法令等 P 11

15 さくら市手数料条例の一部を改正する条例案新旧対照条文 P 14
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ただいま上程されました議案等の概要について御説明申し上

げます。

今回提出いたしました付議事件は、条例 1 件、予算 2 件、決

算 7 件及び報告 3 件であります。

議案第 1 号は、さくら市手数料条例の一部改正についてであ

ります。

本案は、行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律の一部改正に伴い、個人番号カードの再

発行手数料を地方公共団体情報システム機構が徴収することに

なったため、所要の改正を行うものであります。

議案第 2 号は、令和 3 年度さくら市一般会計補正予算（第 5

号）であります。

今回の補正予算は、既定予算額に 1 億 5,488 万 2 千円を追加

し、予算の総額を 196 億 282 万 1 千円とするものであります。
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歳入の主なものでは、15 款国庫支出金で、新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金 6,698 万 2 千円、新型コロナ

ウイルスワクチン接種対策費負担金 5,090 万 4 千円、新型コロ

ナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金 3,056 万 9千円、

16 款県支出金で、街頭防犯カメラ設置補助金 100 万円、21 款諸

収入で、コミュニティ助成金 250 万円を追加し計上いたしまし

た。

歳出の主なものでは、2 款総務費で、喜連川支所維持管理事

業費 3,300 万円、4 款衛生費で、新型コロナウイルスワクチン

接種事業費 8,147 万 3 千円、7 款商工費で、地元応援キャッシ

ュレスポイント還元事業費 6,300 万円、10 款教育費で、コミュ

ニティ助成事業費 250 万円を追加し計上いたしました。

第 2 表地方債の補正は、B＆G 海洋センター改修事業債の限度

額を変更するものであります。

議案第 3 号は、令和 3 年度さくら市介護保険特別会計補正予

算（第 1 号）であります。
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今回の補正予算は、既定予算額に 2,471 万 1 千円を追加し、

予算の総額を 34 億 359 万円とするものであります。

歳入の主なものでは、3 款国庫支出金で、介護給付費国庫負

担金 1,040 万 3 千円、5 款県支出金で、介護給付費県負担金 890

万 5 千円を追加し計上いたしました。

歳出の主なものでは、6 款諸支出金で、介護給付費等返還金

を 2,393 万 4 千円を追加し計上いたしました。

次に、令和 2 年度さくら市一般会計、氏家都市計画事業上阿

久津台地土地区画整理事業特別会計、国民健康保険特別会計、

後期高齢者医療特別会計及び介護保険特別会計の決算等につい

て、地方自治法第 233 条第 2 項の規定により監査委員の審査に

付したところ、意見を添えて回付されましたので、同条第 3 項

の規定により、議会の認定を求めるものであります。

議案第 4 号は、令和 2 年度さくら市一般会計決算の認定につ

いてであります。
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一般会計の決算額は、歳入 242 億 4,906 万 3,780 円、歳出 228

億 3,680 万 500 円、歳入歳出差引額 14 億 1,226 万 3,280 円とな

りました。

歳入の主なものは、1 款市税 68 億 9,893 万 700 円、11 款地方

交付税 25億 5,387 万 4千円、15款国庫支出金 76億 2,907 万 5,325

円、16 款県支出金 12 億 2,680 万 2,381 円、20 款繰越金 12 億

3,081 万 3,857 円、22 款市債 13 億 930 万 3,000 円などでありま

す。

歳出の主なものは、2 款総務費で、特別定額給付金交付事業

44 億 2,214 万 951 円、3 款民生費で、民間保育園事業 8 億 2,341

万 3,678 円、介護給付・訓練等給付事業 8 億 1,586 万 1,691 円、

4 款衛生費で、清掃費各種負担金 3 億 6,109 万 2,700 円、6 款農

林水産業費で、総合交流ターミナル施設維持管理事業 9,801 万

1,806 円、7 款商工費で、中小企業振興資金融資事業 9 億 321

万 7,385 円、8 款土木費で、道路改良事業 1 億 8,783 万 8,854

円、9 款消防費で、塩谷広域行政組合消防費負担金 6 億 2,776

万 5 千円、10 款教育費で、学校 ICT 管理事業 3 億 681 万 5,933

円などであります。
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議案第 5 号は、令和 2 年度氏家都市計画事業上阿久津台地土

地区画整理事業特別会計決算の認定についてであります。

氏家都市計画事業上阿久津台地土地区画整理事業特別会計で

は、歳入決算額 3 億 6,958 万 1,182 円、歳出決算額 3 億 1,654

万 8,516 円、歳入歳出差引額 5,303 万 2,666 円となりました。

議案第 6 号は、令和 2 年度さくら市国民健康保険特別会計決

算の認定についてであります。

国民健康保険特別会計では、歳入決算額 42 億 8,291 万 439

円、歳出決算額 40 億 6,359 万 8,337 円、歳入歳出差引額 2 億

1,931 万 2,102 円となりました。

議案第 7 号は、令和 2 年度さくら市後期高齢者医療特別会計

決算の認定についてであります。

後期高齢者医療特別会計では、歳入決算額 4 億 5,545 万 6,809

円、歳出決算額 4 億 5,013 万 6,013 円、歳入歳出差引額 532 万

796 円となりました。
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議案第 8 号は、令和 2 年度さくら市介護保険特別会計決算の

認定についてであります。

介護保険特別会計では、歳入決算額 32 億 7,250 万 2,062 円、

歳出決算額 32 億 282 万 9,637 円、歳入歳出差引額 6,967 万 2,425

円となりました。

以上が、令和 2 年度さくら市一般会計及び各特別会計決算の

概要であります。

議案第 9 号は、令和 2 年度さくら市水道事業会計剰余金の処

分及び決算の認定についてであります。

令和 2 年度の水道事業会計剰余金の処分については、地方公

営企業法第 32 条第 2 項の規定により、議会の議決を求めるもの

であります。

次に、令和 2 年度の水道事業会計の決算については、監査委

員の審査に付したところ、意見を添えて回付されましたので、

同法第 30 条第 4 項の規定により、議会の認定を求めるものであ

ります。
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議案第 10 号は、令和 2 年度さくら市下水道事業会計剰余金の

処分及び決算の認定についてであります。

令和 2 年度の下水道事業会計剰余金の処分については、地方

公営企業法第 32 条第 2 項の規定により、議会の議決を求めるも

のであります。

次に、令和 2 年度の下水道事業会計の決算については、監査

委員の審査に付したところ、意見を添えて回付されましたので、

同法第 30 条第 4 項の規定により、議会の認定を求めるものであ

ります。

報告第 1 号は、一般財団法人さくら市観光施設管理協会経営

状況説明書の提出についてであります。

さくら市が出資している一般財団法人さくら市観光施設管理

協会の経営状況について、地方自治法第 243 条の 3 第 2 項の規

定により、経営状況説明書を提出するものであります。

報告第 2 号は、株式会社道の駅きつれがわ経営状況説明書の
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提出についてであります。

さくら市が出資している株式会社道の駅きつれがわの経営状

況について、地方自治法第 243 条の 3 第 2 項の規定により、経

営状況説明書を提出するものであります。

報告第 3 号は、令和 2 年度健全化判断比率及び資金不足比率

についてであります。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1 項及び

第 22 条第 1 項の規定により、令和 2 年度決算に係る健全化判断

比率及び資金不足比率について、監査委員の意見を付けて報告

するものであります。

以上が、今回提出いたしました議案等の概要であります。

何とぞ慎重御審議のうえ、議決されますようお願い申し上げ

ます。
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【議案説明資料】

参照法令等

◎ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）（抄）

（議決事件）

第 96 条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。

(1) 条例を設け又は改廃すること。

(2) 予算を定めること。

(3) 決算を認定すること。

(4)～(15) 略

2 略

（予算の執行に関する長の調査権等）

第 221 条 普通地方公共団体の長は、予算の執行の適正を期するため、委員会若し

くは委員又はこれらの管理に属する機関で権限を有するものに対して、収入及び

支出の実績若しくは見込みについて報告を徴し、予算の執行状況を実地について

調査し、又はその結果に基づいて必要な措置を講ずべきことを求めることができ

る。

2 普通地方公共団体の長は、予算の執行の適正を期するため、工事の請負契約者、

物品の納入者、補助金、交付金、貸付金等の交付若しくは貸付けを受けた者（補

助金、交付金、貸付金等の終局の受領者を含む。）又は調査、試験、研究等の委

託を受けた者に対して、その状況を調査し、又は報告を徴することができる。

3 前 2 項の規定は、普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるもの、

普通地方公共団体が借入金の元金若しくは利子の支払を保証し、又は損失補償を

行う等その者のために債務を負担している法人で政令で定めるもの及び普通地

方公共団体が受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者にこれを準用す

る。

（決算）

第 233 条 会計管理者は、毎会計年度、政令の定めるところにより、決算を調製し、

出納の閉鎖後 3 箇月以内に、証書類その他政令で定める書類とあわせて、普通地

方公共団体の長に提出しなければならない。

2 普通地方公共団体の長は、決算及び前項の書類を監査委員の審査に付さなけれ

ばならない。

3 普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監

査委員の意見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さなけ

ればならない。

4～7 略
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（財政状況の公表等）

第 243 条の 3 略

2 普通地方公共団体の長は、第 221 条第 3 項の法人について、毎事業年度、政令

で定めるその経営状況を説明する書類を作成し、これを次の議会に提出しなけれ

ばならない。

3 略

◎ 地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）（抄）

（決算）

第 30 条 管理者は、毎事業年度終了後 2 月以内に当該地方公営企業の決算を調製

し、証書類、当該年度の事業報告書及び政令で定めるその他の書類と併せて、当

該地方公共団体の長に提出しなければならない。

2 地方公共団体の長は、決算及び前項の書類を監査委員の審査に付さなければな

らない。

3 略

4 地方公共団体の長は、第 2 項の規定により監査委員の審査に付した決算を、監

査委員の意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後 3 月を経過した後において

最初に招集される定例会である議会の認定に付さなければならない。

5～9 略

（剰余金の処分等）

第 32 条 地方公営企業は、毎事業年度利益を生じた場合において前事業年度から

繰り越した欠損金があるときは、その利益をもってその欠損金をうめなければな

らない。

2 毎事業年度生じた利益の処分は、前項の規定による場合を除くほか、条例の定

めるところにより、又は議会の議決を経て、行わなければならない。

3・4 略

◎ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）（抄）

（健全化判断比率の公表等）

第 3 条 地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健

全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監

査委員の審査に付し、その意見を付けて当該健全化判断比率を議会に報告すると

ともに、当該健全化判断比率を公表しなければならない。

2 前項の規定による意見の決定は、監査委員の合議によるものとする。

3 地方公共団体の長は、第１項の規定により公表した健全化判断比率を、速やか

に、都道府県及び地方自治法第 252 条の 19 第 1 項の指定都市の長にあっては総

務大臣に、指定都市を除く市町村及び特別区の長にあっては都道府県知事に報告
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しなければならない。この場合において、当該報告を受けた都道府県知事は、速

やかに、当該健全化判断比率を総務大臣に報告しなければならない。

4～7 略

（資金不足比率の公表等）

第 22 条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年

度の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる

事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比

率を議会に報告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。

2 略

3 第 3 条第 2 項から第 7項までの規定は、資金不足比率について準用する。

○ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）（抄）

（普通地方公共団体の長の調査等の対象となる法人等の範囲）

第 152 条 地方自治法第 221 条第 3項に規定する普通地方公共団体が出資している

法人で政令で定めるものは、次に掲げる法人とする。

(1) 略

(2) 当該普通地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの 2 分

の 1 以上を出資している一般社団法人及び一般財団法人並びに株式会社

(3) 略

2～5 略

（法人の経営状況等を説明する書類）

第 173 条の 2 地方自治法第 243 条の 3 第 2 項に規定する政令で定めるその経営状

況を説明する書類は、当該法人の毎事業年度の事業の計画及び決算に関する書類

とする。

2 略
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さくら市手数料条例の一部を改正する条例案新旧対照条文（傍線の部分は改正部分）

○さくら市手数料条例（平成17年さくら市条例第67号） （1/1）

改 正 案 現 行

別表（第2条関係） 別表（第2条関係）

種類 単位 金額 徴収の

時期

備考

略 略 略 略 略

(57) 略 略 略 略 略

(58) 略 略 略 略 略

(59) 略 略 略 略 略

(60) 略 略 略 略 略

(61) 略 略 略 略 略

(62) 略 略 略 略 略

(63) 略 略 略 略 略

(64) 略 略 略 略 略

(65) 略 略 略 略 略

(66) 略 略 略 略 略

(67) 略 略 略 略 略

種類 単位 金額 徴収の

時期

備考

略 略 略 略 略

(57) 略 略 略 略 略

(58) 行政手

続における

特定の個人

を識別する

ための番号

の利用等に

関する法律

（平成 25 年

法律第27号）

に基づく個

人番号カー

ドの再交付

手数料

1 件につ

き

800円 交付の

とき

追記欄の

余白がな

くなった

ときその

他の再交

付がやむ

を得ない

ものとし

て市長が

認める場

合 を 除

く。

(59) 略 略 略 略 略

(60) 略 略 略 略 略

(61) 略 略 略 略 略

(62) 略 略 略 略 略

(63) 略 略 略 略 略

(64) 略 略 略 略 略

(65) 略 略 略 略 略

(66) 略 略 略 略 略

(67) 略 略 略 略 略

(68) 略 略 略 略 略
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